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[タイトル]

破産債権を自働債権とし、破産宣告後に期限が到来し又は停止条件が成就した債権を受働債権とする相殺の可否
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破産債権確定、解約返戻金請求事件
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[当事者名]

上告人（被控訴人・原告）破産者山川一郎破産管財人　松井健二
対　

被上告人（控訴人・被告）日本火災海上保険株式会社
右代表者代表取締役　松澤建
[事実の概要]
本件は、旧破産法(平成15年法律第75号による廃止前のもの)の下での事件である。破産者Aの破産管財人X(原告・被控訴人・上告人)は、Aが破産宣告前に保険会社Y(被告・控訴人・被上告人)との問で締結していた複数の積立普通傷害保険契約について、
①破産宣告後に満期が到来した満期返戻金、及び、②破産宣告後にXが解約したこと
に基づく解約返戻金の支払を求める訴えを提起した(①及び②を併せて以下「本件返戻金」という)。これに対して、Yは、Aが破産宣告前にした不法行為(保険金詐取)に基づく損害賠償請求権(破産債権)を自働債権とし、本件返戻金債務に対応する債権を受働債権とする相殺(以下「本件相殺」という)を主張した。この相殺の抗弁に対して、Xは、Yの本件返戻金債務の負担が破産宣告後であり、したがって旧破産法104条1号に基づいて本件相殺は無効であると主張して争った。
第1審(岡山地判平成12・3・6判タ1126号182頁)は、YのAに対する損害賠償請求権の成立は認めたものの、本件相殺は旧破産法1０4条1号の適用又は類雛適用により許されないと判示した。これに対して、原審(広島高岡山支判平成13・2・8判タ1126号177頁)は、同法99条後段によって本件相殺を許した。そこで、Xが上告受理の申立てをしたのが本件である。
[判旨]
一部上告棄却、一部破棄自判(なお、破棄に関わる部分は取り上げない)。

「旧破産法……99条後段は、破産債権者の債務が破産宣告の時において期限付又は停止条件付である場合、破産債権者が相殺をすることは妨げられないと規定している。その趣旨は、破産債権者が上記債務に対応する債権を受働債権とし、破産債権を自働債権とする相殺の担保的儀能に対して有する期待を保護しようとする点にあるものと解され、相殺権の行使に何らの限定も加えられていない。そして、破産手続においては、破産債権者による相殺権の行使時期について制限が設けられていない。したがって、破産債権者は、その債務が破産宣告の時において期限付である場合には、特段の事情のない限り、期限の利益を放棄したときだけでなく、破産宣告後にその期限が到来したときにも、〔同〕法99条後段の規定により、その債務に対応する債権を受働債権とし、破産債権を自働債権として相殺をすることができる。また、その債務が破産宣告の時において停止条件付である場合には、停止条件不成就の利益を放棄したときだけでなく、破産宣告後に停止条件が成就したときにも、同様に相殺をすることができる。……所論引用の判例(最高裁昭和……47年7月13日第一小法廷判決・民集26巻6号1151頁)は、事案を異にし本件に適切でない。」(なお、判旨は、Yの本件返戻金債務の法的性質を、満期返戻金に関しては期限付債務、解約返戻金に関しては解約を停止条件とする条件付債務と認定している。)
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